
■宮崎県小規模事業者事業継続給付金 給付対象範囲について 

 

給付対象となりうる者 給付対象にならない者 

・会社および会社に準ずる営利法人（株
式会社、合名会社、合資会社、合同会社、
特例有限会社、企業組合・協業組合） 

・個人事業主（商工業者であること） 

 

・医師、歯科医師、助産師  

・系統出荷による収入のみである個人農業者（個人の林業・水産業
者についても同様） 

・協同組合等の組合（企業組合・協業組合を除く） 

・一般社団法人、公益社団法人 

・一般財団法人、公益財団法人 

・医療法人 

・宗教法人 

・学校法人 

・農事組合法人 

・社会福祉法人 

・令和１年１２月３１日以前に開業していない創業予定者（例えば、
既に税務署に開業届を提出していても、開業届上の開業日が申請
日よりも後の場合は対象外） 

・特定非営利活動法人 

・任意団体 等 

・第三セクター 

 


